
   農業で暮らせる農業施策を求める意見書 

 

 昨今の農業情勢は、生産費の高騰及び価格の低迷から大変厳しい状況にあり、水稲生産農

家はもとより野菜生産農家、畜産農家等の生活は困窮している。 

 農業は、経済的機能はもとより食糧の安全保障、国土の保全、農村の景観形成、水資源の

涵養など多面的機能を持ち合わせており、これらを総合的に鑑みるときに国家的見地を以て

農業の振興を図る必要がある。従って、「農業で暮らせる農業施策」を講じ、農業を守るこ

とは、我が国の経済振興、国土の保全等に連動するものである。 

 今、政府はＴＰＰ交渉等に積極姿勢を見せているが、これら国内農業の保護、振興策の必

要な時期に到底賛成できない。 

 貴職には、これらの状況を鑑み下記事項を留意の上、日本農業の振興にご尽力いただきた

い。 

 

１ 若者が定着でき、農業で暮らせる農業施策を講じること。 

 

２ 「日本農業を守り、地方の活性化を図る」観点から、ＴＰＰ交渉には参加しないこと。 

 

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 
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